チホウジチタイ ニオケル ライフサイクル ヲ トリイレタ ジョウホウシステム ノ IT トウシコウカモデル by 吉田 博一 et al.
地方自治体におけるライフサイクルを取り入れた情報システムのＩＴ投資効果モデル 








吉 田 博 一・松 永 公 廣・島 田 達 巳 
 
  
IT investment model considering the life cycle of information system in 
local government 
 


































経営情報研究 第 16巻第 2号(2008)，63－88ページ 


































のプロセスを順に実施する。最後の actionでは checkの結果から、最初の planの内容を継続（定着）・修正・
破棄のいずれかにして、次回の planに結び付ける。このらせん状のプロセスを繰り返すことによって、品
質の維持・向上および継続的な業務改善活動を推進するマネジメント手法がＰＤＣＡサイクルである。 
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をまとめ、その中で評価の最も重要となる「事前評価」に的をしぼり、事前評価書案と具体的











































 （１） 米国政府におけるＩＴ投資の評価手法　（１） バランスト・スコアカードを活用したＩＴ投資評価
　（２） 合意形成型のＩＴ投資の評価手法





























図２ ＩＴ投資の採算計算のフレームワーク 出典：櫻井(2001), pp115, 図表 5-1 
 













別にＲＯＩ4) (Return on Investments)，ＫＰＩ，ユーザー満足度といった評価手法を用いること
を提案している。また、ＢＳＣについては、評価指標の取り方が複雑で、直観的でないなどの
                                                          







効果の種類 測定の観点 測定の方法と種類 
基盤整備効果 インフラの整備 一般に、効果の測定が困難である 
戦略的効果 効果性 効果は認められるが、測定は困難 
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表２ タイプ別のＩＴ投資効果の評価手法 出典：JUAS(2008), pp12, 図表 2-2-2から 
  









































































図５ 合意形成型アプローチとＰＤＣＡサイクルの統合 出典：栗山(2005b) P.6 図 3 
 
 図５の Plan 時点で合意した評価基準は、ＢＳＣの４つの視点に基づき図６の戦略マップに
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図７ 価値創出プロセス全体図(吹き出しは各プロセスで必要な能力) 出典：松島(2007) P.34 図表 2-6 
１ 億 円
新規ＩＴ支出
サ ー バ 、
























































































(ITMRA:Information Technology Management Reform Actまたは Clinger-Cohen Actとも言う)が制
定され、ＩＴ調達の一貫化と資本投資としてのＩＴライフサイクル管理の強化を目的とし、業
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務の効率化、有効性を改善するための目標が設定され、調達後も、その成果の報告が義務付け
られた。 
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図１１ ライフサイクルでの指標の活用 出典：ニューメディア開発協会(2006) pp.19 図 15 
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5) 都道府県の主要なシステム内訳 [総務省(2007b)による] 
システム名 団体数 システム名 団体数 
給与計算 ４５ 人事管理 ４７ 
公有財産管理 ４０ 電子申請 ４５ 
財務会計 ４７ 電子調達 ４４ 
施設予約 ２９ 文書管理 ４１ 
庶務事務 ３０ 累計    ３６８ 
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 ①利用期間 ②想定利用期間 ③再構築までの期間 
汎用機 14.6(17.7) 18.5(20.3) 16.5(19.6) 
Ｃ／Ｓ 6.1 7.8 7.6 
Webアプリケーション 3.7 5.3 5.4 






























汎用機 C/S Webｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｽﾀﾝﾄﾞｱﾛｰﾝ
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汎用機 C/S Webｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｽﾀﾝﾄﾞｱﾛｰﾝ
図１３ ②都道府県の主要なシステム想定利用期間  図１４ ③都道府県の主要なシステム再構築予定期間 
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Check Check Check Check Check Check
Do(開発） Do(開発） Do(運用） Do(運用） Do(運用）
Action Action Action Action Action Action
Ｎ年目・・・５年目４年目３年目２年目
Plan
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① 戦略立案時点の Planの段階 


















































































⑤ 再び Planの段階 
 Action の段階で、検討された改善策に基づき、具体的なＩＴ投資を具体化する。実際に投資
する金額や人、場合によっては物（開発スペース等）を確保する。 
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